
7．放射線防護資機材、物資、
燃料の備蓄・供給体制
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備蓄拠点 対象施設数

川内オフサイトセンター 1

薩摩川内市 1

薩摩川内市西部消防署 1

放射線防護対策施設 7

合 計 10

PAZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制

さつ ま せんだい し

個人線量計

サーベイメータ

タイベックスーツ
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PAZ

旧滄浪小学校
そうろう

星原集会所
ほしはら

ﾌｧﾐﾘｰHP薩摩

水引地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
みずひき

平島集会所
ひら しま

峰山地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
みねやま

 鹿児島県は、川内オフサイトセンターや、薩摩川内市のほか、PAZ内の薩摩川内市西部消防署や放射線防護対策
施設にて、避難誘導や避難行動支援などを行う要員のための個人線量計等の放射線防護資機材を備蓄。

 緊急時には、薩摩川内市の職員や消防職員、バス会社等の運転者等が放射線防護資機材を用いて活動を実施。
 平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。併せて、関係者向けﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを配布。

薩摩川内市西部消防署

薩摩川内市

川内オフサイトセンター

旧寄田小学校
より た

さつませんだいし

さつま

さつませんだいし さつませんだいしせんだい

さつませんだいし

さつ ま せんだい し

せんだい

さつませんだいし

かごしまけん

せんだい



UPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

 UPZ内住民の一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、緊急時に設置する一時集結拠点で
放射線防護資機材を配布。（UPZ内の輸送事業者等には個別配布）

 一時集結拠点では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
における直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算1mSvを下回ることをあらかじめ確認。

 PAZ同様、平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

一時集結拠点
北薩地域振興局出水庁舎、

姶良・伊佐地域振興局本庁舎、

鹿児島地域振興局日置庁舎

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

輸送事業者等

連絡・調整

住民搬送を担う事業者

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

川内ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ、鹿児島県庁舎、

鹿児島県環境保健センター

資機材備蓄拠点
もしくは活動拠点
等にて資機材の
受取

移動
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資機材の受取

PAZ

鹿児島県・
資機材搬送を担う事業者

資機材備蓄拠点

鹿児島県庁

資機材備蓄拠点
県環境保健ｾﾝﾀｰ（環境放射

線監視ｾﾝﾀｰ鹿児島市駐在）

一時集結拠点
鹿児島地域振興局日置庁舎

一時集結拠点
北薩地域振興局出水庁舎

一時集結拠点
姶良・伊佐地域振興局本庁舎

資機材備蓄拠点
川内ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

UPZ

鹿児島県原子力災害対策本部
かごしまけん

かごしまけん

せんだい かごしまけん

かごしまけん

ほくさつ いずみ

あいら いさ

かごしま ひおき

かごしまけん

かごしまし

あいら いさ

ほくさつ

かごしま ひおき



原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制

 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害時におけ

る原子力事業者間協力協定」の内容を充実させて締結。

 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力

事業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。

資機材 数量

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台

個人線量計 1,000個

全面ﾏｽｸ 1,000個

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着 ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ

原子力災害時における原子力事業者間協力協定※ （平成26年10月10日）

【協定事業者】
北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、
日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】
原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、原子力災害の拡大防止及び早期復旧
の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線モニタリング及び周辺区域の汚染検査・汚染除去に関する事項に
ついて、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等

個人線量計
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※本協定のほか、関西電力、北陸電力、中国電力、四国電力及び九州電力の５社間において「原子力事業における相互協力に関する協定書」
を締結（平成２８年８月５日）



ｱﾙﾌｧ米等（食） 飲料水（ﾘｯﾄﾙ） 毛布（枚） 簡易ﾄｲﾚ（基）
<括弧内は携帯型> 非常用燃料（個）

鹿児島県 23,994 19,648 1,584 35
<7,852> －

鹿児島市 56,500 150,408 37,600 0
<50,000> －

阿久根市 9,436 13,009 1,500 20
<－> 13

出水市 1,505 1,770 1,269 －
<70> －

薩摩川内市 30,027 4,552 615 －
<1,364> －

日置市 28,074 12,000 5,080 16
<－> －

いちき串木野市 8,910 3,000 230 0
<200> －

姶良市 3,550 － 656 227
<－> 1,615

さつま町 6,270 144 117 90
<－> －

長島町 913 360 400 －
<－> －

鹿児島県及び関係市町における行政備蓄

県及び関係市町の生活物資の備蓄状況

※上記物資備蓄数は概数。また、上記の他に、関係市町では食料、飲料水、常備薬、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等を準備している。

 緊急時に備え、関係市町では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じる事態となった

場合、鹿児島県が調整を行い、県内の全市町や物資供給等に関する協定を締結している民間事業者等の

協力を得て、食料及び生活物資等を融通・供給。
 放射線防護対策施設においては、1,122名が生活できる食料及び生活物資等4日分を備蓄。
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令和2年4月１日現在

あ く ね し

いずみ し

さつ ま せんだい し

ひ おき し

くし き の し

あいら し

ちょう

ながしまちょう

か ご しま けん

か ご しま し

かごしまけん

かごしまけん




